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 石綿事前調査結果報告制度
 における取組事例
 ～建設リサイクル法の届出台帳との突合～

中部健康福祉センター環境課 
小澤匡宏、勝沢めぐみ、堀池利行



 石綿(アスベスト)とは

・天然の繊維状鉱物

・耐久性・耐熱性等に優れ、安価

・石綿を吸入すると長い潜伏期間を経て肺がんなどを発症

・Ｈ１８.９.１から使用も製造も禁止

・吹付けアスベスト等の使用建築物の解体工事

  ⇒Ｒ１０年頃がピーク（Ｈ２５年時の約２倍と推計）



   大気汚染防止法の改正

・一定規模以上の解体・改修工事を行う施工業者（元請業者）は、

   石綿含有の有無に関わらず、石綿の事前調査結果を都道府県等に

   報告する制度が義務化（ R４.４.１施行）

・原則、電子システム「石綿事前調査結果報告システム」から

 報告（パソコン等から２４時間オンライン化）

工 事 の 種 類 規 模 の 基 準
建築物の解体工事 床面積の合計 80㎡以上
建築物の改造・補修工事(リフォーム等) 請負代金の額 100万円以上
工作物の解体・改造・補修工事 請負代金の額 100万円以上



 石綿事前調査結果報告システムの事務

県の業務：報告内容の確認、立入検査
システム画面



 石綿事前調査結果報告システムの確認方法

１週間に１回（50件程度/週）

システムの入力項目が多く、全ての確認は困難 

 ⇒ 静岡県では重要項目のみを確認するルール化

石綿システムから出力したCSVデータを確認用シートに貼り付
け、効率的にチェック

 工夫１ ⇒ 確認項目を絞るため、
         表計算ソフトで確認用のシートを作成



（確認用シートに貼り付け）静岡県で確認する項目に限定   １３項目

（ダウンロードCSVファイル） １３６項目のデータ



 受付確認における事業者指導

電話による修正依頼 ⇒担当者に繋がるまで時間を要する

【結果】

事務量の短縮（確認事務２～３日以上⇒半分以下へ短縮）

工夫２ ⇒ メール依頼に変更
工夫３ ⇒ パターン化できる指摘事項のメール定型文を作成
      会計年度任用職員がメール文を作成



 石綿事前調査結果報告システムの受付事務

当初の予想：年間７０００件以上

     しかし・・・・

 制度施行の１年以上経過 ⇒ 予想件数の半数以下

石綿事前調査結果報告
（中部健康福祉センター管内） 件数

当初の予想年間件数 7,000

令和４年度の報告件数 2,237



建設リサイクル法との突合 未報告者の把握

両法律の「工事の規模基準」が共通する「建築物の解体工事」
と「建築物の修繕・模様替等工事」の一部で突合作業

法律 大気汚染防止法 建設リサイクル法

工事の種類 規 模 の 基 準

建築物の解体工事 床面積の合計   80㎡以上 

建築物の新築・増築工事 － 床面積の合計  500㎡以上 

建築物の修繕・模様替等工事
(リフォーム等) 請負代金の額 100万円以上 請負代金の額 1億円以上 

建築物以外の工作物の工事
(土木工事等)

請負代金の額  100万円以上
（対象工事の限定あり） 請負代金の額  500万円以上 
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 結果１ 建設リサイクル法との突合
９５％以上に改善
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 結果２ 石綿事前調査結果報告件数



　改善のまとめ

１ 石綿システムでの受付事務の効率化
 ・確認項目を絞るため、表計算ソフトで確認用シートを作成

 ・メール連絡を徹底。メール定型文を作成して指導

  事務作業に係る時間が半減！！

２ 建設リサイクル法との突合（未報告者の把握）

 ・石綿事前調査結果報告率 指導前：70～80%

  指導後：95％以上に改善！！



 未報告事業者の多くは、小規模事業者

 ⇒小規模事業者への周知が必要

 リフォーム工事は建リ法の届出対象が異なり、突合困難

 ⇒リフォーム業者への周知・指導方法の検討が必要

 石綿事前調査結果の報告件数は前年度の約1.5倍に増加

 ⇒建リ法の届出状況との突合は効果的な取組方法

　課題・考察


